
第５期総務省政策評価基本計画（案）の策定について 

 

 総務省大臣官房政策評価広報課では、現行の第４期総務省政策評価基本計画に代わる、

第５期総務省政策評価基本計画を策定するに当たり、計画案（別添１）を作成いたしまし

た。 

各有識者の皆様におかれましては、内容をご覧いただき、何かお気づきの点がありまし

たら、４月１４日（金）までに、電子メールにてご意見をいただければ幸甚です。 

 

１ 策定理由 

  現在の第４期総務省政策評価基本計画は、平成２５年４月１日から平成３０年３月３

１日までの５年間の計画であり、来年３月３１日で計画期間満了を迎えるため、平成３

０年４月１日以降の基本計画を策定する必要があることから。 

 

２ 策定根拠（参考参照） 

  行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13年法律第 86号）  

第三章 行政機関が行う政策評価 

 

３ 第５期総務省政策評価基本計画の概要 

 (1) 期間 

   平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日までの５年間（現在の第４期総務省

政策評価基本計画も５年間） 

 (2) 主な改正点（別添２及び別添３） 

  ・事業評価（事前・事後）実施に関する記載の明確化 

  ・主要な政策の評価については、従来の実績評価方式による政策評価とともに、大き

な政策変動等が発生した場合における実績評価方式以外の方式での評価実施を記載 

  ・その他、現状を踏まえた文言の整理         

 

４ 今後の第５期総務省政策評価基本計画策定までの予定について（全て平成 29年） 

 ４月７日～１４日  「総務省の政策評価に関する有識者会議」各構成員への意見照会 

４月下旬～５月下旬 一般国民への意見公募手続（パブリックコメント） 

 ６月末～８月末頃  第５期総務省政策評価基本計画策定・公表 

 

５ ご意見伺い期間等 

 (1) ご意見伺い期間 ４月７日～４月１４日まで 

 (2) 回答形式    電子メールでの回答をお願いします。 

 (3) 回答様式    適宜の様式で結構です。 

平成２９年４月７日 

総務省政策評価広報課 



（参考）行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13年法律第 86号）（抄） 

 

第三章 行政機関が行う政策評価 

  （基本計画） 

第六条 行政機関の長（行政機関が、公正取引委員会、国家公安委員会又は公害等調整委

員会である場合にあっては、それぞれ公正取引委員会、国家公安委員会又は公害等調整

委員会。以下同じ。）は、基本方針に基づき、当該行政機関の所掌に係る政策について、

三年以上五年以下の期間ごとに、政策評価に関する基本計画（以下「基本計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 政策評価の実施に関する方針 

三 政策評価の観点に関する事項 

四 政策効果の把握に関する事項 

五 事前評価の実施に関する事項 

六 計画期間内において事後評価の対象としようとする政策その他事後評価の実施に

関する事項 

七 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

八 政策評価の結果の政策への反映に関する事項 

九 インターネットの利用その他の方法による政策評価に関する情報の公表に関する

事項 

十 政策評価の実施体制に関する事項 

十一 その他政策評価の実施に関し必要な事項 

３ 行政機関の長は、前項第六号の政策としては、当該行政機関がその任務を達成するた

めに社会経済情勢等に応じて実現すべき主要な行政目的に係る政策を定めるものとす

る。 

４ 行政機関の長は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを総務大臣に通知すると

ともに、公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本計画の変更について準用する。 
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○総務省訓令第○○○号 

 総務省政策評価基本計画を次のように定める。 

  平成２９年○月○日 

                             総務大臣 ○○ ○○ 

総務省政策評価基本計画 

 

目次 

  

第１章 総則 

 第２章 政策評価の実施に関する方針 

  第１節 政策評価の実施に関する基本的な考え方 

  第２節 政策評価の方式 

 第３章 政策評価の観点に関する事項 

 第４章 政策の効果の把握に関する事項 

 第５章 事前評価の実施に関する事項 

  第１節 基本的考え方 

  第２節 事前評価において使用する評価方式の基本的な適用の考え方その他事前評価

の取組方針 

第６章 計画期間内において事後評価の対象としようとする政策その他事後評価の実施

等に関する事項 

  第１節 基本的考え方 

第２節 事後評価において使用する評価方式の基本的な適用の考え方その他事後評価

の取組方針 

第７章 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

第８章 政策評価の結果の政策への反映に関する事項 

第１節 基本的考え方 

第２節 具体的な仕組み 

第９章 政策評価等に関する情報の公表に関する事項 

第１節 基本的考え方 

第２節 具体的方法 

第１０章 政策評価の実施体制に関する事項 

第１節 実施体制 

第２節 国民の意見・要望を受け付けるための窓口の整備 

第３節 地方公共団体との連携・協力 

第１１章 その他政策評価の実施に関し必要な事項 

 

第１章 総則 

 

１ 目的 

この計画は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法律第８６号。

以下「法」という。）第６条及び「政策評価に関する基本方針」（平成１７年１２月１

６日閣議決定。以下「基本方針」という。）に基づき、政策評価を総務省（公害等調

整委員会を除く。以下同じ。）の政策のマネジメント・サイクルの中に制度化された

システムとして明確に組み込み、その計画的かつ適切な実施を図ることを目的とする。 

２ 計画期間 

この計画の対象期間（以下「計画期間」という。）は、平成３０年度から平成３４年

度までの５年間とする。 

（案） 
資料２（別添１） 
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第２章 政策評価の実施に関する方針 

 

第１節 政策評価の実施に関する基本的な考え方 

１ 総務省の政策について政策評価を実施することにより、 

① 政策の質及び行政の政策形成能力の向上並びに職員の意識改革の進展による、

国民本位の効率的で質の高い行政及び国民的視点に立った成果重視の行政の実

現 

② 政策評価に関する一連の情報の公表に伴い国民に対する行政の説明責任の徹

底が図られることによる、政策及びそれに基づく活動についての透明性の確保並

びに行政に対する国民の信頼の向上 

を図る。 

２ 総務省の担う広範な行政分野において、政策評価を実施することにより前項に記

載する効果を上げるには、政策評価の体系的かつ合理的で的確な実施を確保するこ

とが必要である。 

    このため、総務省の主要な政策（法第６条第３項に規定する政策をいう。以下同

じ。）について行政分野ごとに整理し、当該政策の基本目標及びその下で具体的にど

のような施策目標を達成しようとするのかという関係をあらかじめ明らかにした上

で、政策評価を実施する。 

    また、政策が、複数行政機関に関係する政策と関連する場合は、当該複数行政機

関に関係する政策との関係をあらかじめ明らかにするよう努める。 

 なお、国民的視点に立った成果重視の行政を実現するためには、政策の目標は当

該政策が実現を目指す成果（アウトカム）、すなわち、政策の実施により社会等が変

化し、結果として国民にどのような便益がもたらされたかを表すものであることが

重要である。 

３ 「経済財政改革の基本方針２００７」（平成１９年６月１９日閣議決定）におい

て政策評価の機能の発揮について定められたことを踏まえ、施政方針演説等で示さ

れた政策について、政策評価を適時的確に実施することが必要である。また「行政

事業レビュー」等の他の評価スキームとの連携により政策の見直し・重点化を行う

ことが必要である 。 

 

第２節 政策評価の方式 

１ 総務省の評価方式 

政策評価を行うに当たっては、政策の特性等に応じて、実績評価方式、事業評価

方式又は総合評価方式を用いる。 

  ２ 実績評価方式 

  実績評価方式は、評価対象政策の目標をあらかじめ明示し、これに対する実績を

定期的・継続的に測定・評価する方式であることから、総務省の主要な政策をその

対象とし、当該政策の方向性等について検証し、その見直し等に活用する。 

３ 事業評価方式 

  事業評価方式は、事業を対象としてあらかじめ期待される政策効果やそれらに要

する費用等を推計・測定し評価する方式であることから、事業やその実施手段につ

いての企画立案、事業の実施に当たっての判断や、一定期間経過した事業の有効性

の検証及びその見直し等に活用する。 

４ 総合評価方式 

  総合評価方式は、政策効果の発現状況を様々な角度から掘り下げて分析し評価す

る方式であることから、分野横断的なテーマを設定して若しくは特定の評価目的を

設定して又は総務省の主要な政策の評価の結果を受けて、掘り下げた分析が必要と
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認められる政策をその対象とし、総務省の政策評価を充実する評価方式として活用

する。 

 

第３章 政策評価の観点に関する事項 

 

総務省の政策評価は、評価の対象とする政策の特性に応じて以下の観点を選択、具体

化し、当該政策が総務省の任務遂行上有効か否かを確認しつつ、総合的に行う。 

政策評価の観点としては、法第３条第１項に明示されたものとして、 

① 必要性：政策の効果からみて、対象とする政策に係る行政目的が国民や社会のニー

ズ又はより上位の行政目的に照らして妥当性を有しているか、行政関与の

在り方からみて当該政策を行政が担う必要があるか 

② 効率性：投入された資源量に見合った結果が得られるか、又は実際に得られている

か、他に効率的な方法がないか 

③ 有効性：政策の実施により、期待される効果が得られるか、又は実際に得られてい

るか 

がある。 

上記のほか、 

④ 公平性：行政目的に照らして政策の効果や費用の負担が公平に分配されるものとな

っているか、又は実際に分配されているか 

⑤ 優先性：以上の観点からの政策評価を踏まえて当該政策を他の政策よりも優先すべ

きか 

を政策の特性に応じて選択して用いる。 

 

第４章 政策の効果の把握に関する事項 

 

１ 政策の効果の把握の方法 

政策の効果の把握に当たっては、対象とする政策の特性に応じた、適用可能であり、

かつ、政策の効果の把握に要するコスト、得られる結果の分析精度等を考慮した適切

な手法を用いる。 

その際、できる限り政策の効果を定量的に把握することができる手法を用い、これ

が困難である場合、又はこれが政策評価の客観的かつ厳格な実施の確保に結び付かな

い場合においては、政策の効果を定性的に把握する手法を用いる。この場合において

も、できる限り客観的な情報・データや事実を用いることにより、政策評価の客観的

かつ厳格な実施の確保を図る。 

２ 政策の効果の把握に当たっての留意点 

政策の所管部局等は、当該政策に基づく活動の実施過程等を通じて政策の効果の把

握に必要な情報が効果的・効率的に入手できるよう、また、情報収集等により相手方

に過大な負担をかけることがないよう、その収集・報告の方法等についてあらかじめ

配慮する。 

 

第５章 事前評価の実施に関する事項 

 

第１節 基本的考え方 

 １ 事前評価は政策やその実施手段の企画立案等に当たり、当該政策に基づく活動に

より得られると見込まれる政策の効果を基礎として的確な政策の採択や実施の可否

を検討し、又は複数の代替案の中から適切な政策を選択する上で有用な情報を提供

する見地から、今後の課題及び取組方針等の検討と併せて行う。 
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２ 事前評価については、政策の効果が発現した段階において事後評価によりその結

果の妥当性を検証すること等により得られた知見を以後の事前評価にフィードバッ

クする取組を進めていく。 

３ 研究開発を対象とする事前評価は、法、基本方針及びこの計画で定めるところに

よるほか、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成２８年１２月２１日内閣

総理大臣決定。以下「大綱的指針」という。）等を踏まえて行う。 

 

第２節 事前評価において使用する評価方式の基本的な適用の考え方その他事前評価

の取組方針 

１ 基準とする評価方式 

基準とする評価方式は、事業評価方式とする。 

２ 事前評価の対象政策 

（１）事前評価の対象政策は、以下のいずれかに該当するものとする。以下に該当し

ないものについても、積極的かつ自主的に政策評価を行うよう努めるものとす

る。 

① 法第９条の規定に基づき事前評価の実施が義務付けられた政策 

② 省令等の制定又は改廃により、規制を新設し、若しくは廃止し、又は規制の

内容の変更をすることを目的とする政策（大臣官房政策評価広報課長が別に定

めるものに限る 。） 

③ その他事前の検証が必要と認められる政策 

（２）上記（１）に該当する政策のうち、研究開発、公共事業及び政府開発援助に係

る評価の単位は、その特性等に応じて、予算上の事業等の単位又は箇所付け、案

件採択等を行う事業等の単位を基本とする。 

（３）上記（１）に該当する政策のうち、租税特別措置等（国税における租税特別措

置及び地方税における税負担軽減措置等のうち、特定の行政目的の実現のために

税負担の軽減・繰延べを行うものをいう。以下同じ。）に係る評価の単位は、原

則として税制改正要望を行う租税特別措置等の単位とする。 

 

第６章 計画期間内において事後評価の対象としようとする政策その他事後評価の実施

等に関する事項 

 

第１節 基本的考え方 

１ 事後評価は、総務省の主要な政策についてその状況を国民に明らかにするととも

に、政策の決定後において、政策の効果を把握し、これを基礎として、政策の見直

し・改善、新たな政策やその実施手段の企画立案及びそれに基づく実施に反映させ

るための情報を提供する見地から、今後の課題及び取組方針等の検討と併せて行う。 

２ 研究開発を対象とする事後評価は、法、基本方針及びこの計画で定めるところに

よるほか、大綱的指針等を踏まえて行う。 

 

第２節 事後評価において使用する評価方式の基本的な適用の考え方その他事後評価

の取組方針 

１ 基準とする評価方式 

基準とする評価方式は、実績評価方式、事業評価方式及び総合評価方式とする。 

２ 事後評価の対象政策 

（１）予算・決算との連携の要請を踏まえて整理した以下に掲げる総務省の主要な政

策については、計画期間内において、実績評価方式により政策評価を実施する。

ただし、社会経済情勢の変化等を踏まえた政策の大幅な見直し・改善を行う必要
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がある場合や政策自体の在り方にもかかわるようなテーマを評価する必要があ

る場合等、政策の節目や転換点にあたるものについては、計画期間内において、

実績評価方式に代えて、総合評価方式により政策評価を実施することができる。 

ア 行政改革・行政運営 

① 適正な行政管理の実施 

② 行政評価等による行政制度・運営の改善 

イ 地方行財政 

① 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等 

② 地域振興（地域力創造） 

③ 地方財源の確保と地方財政の健全化 

④ 分権型社会を担う地方税制度の構築 

    ウ 選挙制度等 

      選挙制度等の適切な運用 

エ 電子政府・電子自治体 

電子政府・電子自治体の推進 

オ 情報通信（ＩＣＴ政策） 

① 情報通信技術の研究開発・標準化の推進 

② 情報通信技術高度利活用の推進 

③ 放送分野における利用環境の整備 

④ 情報通信技術利用環境の整備 

⑤ 電波利用料財源による電波監視等の実施 

⑥ ＩＣＴ分野における国際戦略の推進 

カ 郵政行政 

  郵政行政の推進 

キ 国民生活と安心・安全 

① 一般戦災死没者追悼等の事業の推進 

② 恩給行政の推進 

③ 公的統計の体系的な整備・提供 

④ 消防防災体制の充実強化 

（２）次のいずれかに該当する政策で法第７条に規定する実施計画（以下「実施計画」

という｡）で定めた政策については、当該政策の特性等に応じた評価方式により政

策評価を実施する。 

① 法第９条の規定に基づき事前評価の実施が義務付けられた政策（研究開発、

公共事業及び政府開発援助に限る。）であって、事後の検証が必要と認められる

もの 

② 行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令（平成 13年政令第 323号）第

３条第７号及び第８号に規定する、法人税、法人住民税及び法人事業税に係る

租税特別措置等（３年から５年に１回は評価を行うことを原則とする。） 

なお、既存の租税特別措置等の拡充又は延長の要望に際して第５章第２節２

（１）①に係る事前評価を実施した場合は、事後評価の要素を含んでいること

から、改めて事後評価を実施することは要しない。 

③ その他事後の検証が必要と認められる政策 

（３）法第７条第２項第２号に規定する政策については、実施計画に上記（１）及び

（２）とは別に規定し、当該政策の特性等に応じた評価方式により政策評価を実

施する。 

（４）分野横断的なテーマを設定して若しくは特定の評価目的を設定して又は総務省

の主要な政策の評価の結果を受けて、掘り下げた分析が必要と認められる政策に
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ついては、総合評価方式により政策評価を実施する。 

（５）上記に該当しないものについても、積極的かつ自主的に政策評価を行うよう努

めるものとする。 

（６）研究開発、及び公共事業及び政府開発援助並びに租税特別措置等の評価の単位

は、第５章第２節２（２）及び（３）の事前評価の単位を踏まえ、適切な単位に

より実施する。 

３ 総務省の主要な政策の実績評価方式による評価の方法 

総務省の主要な政策の評価は、あらかじめ、当該政策とその基本目標及びその下

で達成すべき施策目標を明らかにし、その達成度合いを測るための目標（値）を設

定した指標（以下「基本目標等」という。）を設定、公表し、それらの達成度合いに

ついて、政策評価を行う。 

基本目標等については、毎年度当初に設定し、基本目標等の設定に当たって前提

とした事情が大きく変化したこと等により、これらを変更せずに評価することが適

当ではないと認められる場合にあっては、速やかにこれらの見直しを行い、その結

果を公表する。 

４ 実施計画 

実施計画は、各年度における事後評価の対象とする政策及び当該政策ごとの具体

的な事後評価の方法について定めるものとし、当該評価を実施する年度当初に策定

し、公表する。 

 

第７章 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

 

政策評価は、政策のマネジメント・サイクルにおいて、広範な視点からできる限り客

観的なものとして実施されることを確保することにより次の政策に活かされ、政策の質

を高めることに意義がある。したがって、政策評価の実施に当たっては、政策評価制度、

評価対象政策等について専門的知識を有する学識経験者や実践的知識を有する者等（以

下「学識経験者等」という。）の協力を得ることが重要である。 

具体的には、政策評価による政策のマネジメント・サイクルの在り方、総務省の主要

な政策の基本目標等の設定、政策評価結果の取りまとめ等様々な段階において、学識経

験者等から意見を聴取するなどにより積極的にその知見を活用する。 

 

第８章 政策評価の結果の政策への反映に関する事項 

 

第 1節 基本的考え方 

政策の所管部局等及び当該政策の査定を担当する大臣官房各課は、政策評価の結果

を政策の企画立案作業（予算要求、機構・定員要求、税制改正要望、法令等による制

度の新設・改廃等をいう。）における重要な情報として適時的確に活用し、当該政策

に適切に反映する。 

 

第２節 具体的な仕組み 

１ 大臣官房各課への情報提供 

    政策の所管部局等は、当該政策の査定を担当する大臣官房各課が政策評価結果を

政策の企画立案作業に活用できるよう、評価結果を速やかに関係する大臣官房各課

に提出するとともに評価過程における情報を必要に応じて提供する。 

２ 大臣官房政策評価広報課への反映状況の報告 

    政策の所管部局等は、実績評価方式、事業評価方式又は総合評価方式による評価

を実施した政策について、その評価結果の政策への反映状況を大臣官房政策評価広
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報課に報告する。 

３ 反映状況の公表 

  大臣官房政策評価広報課は、上記２により報告を受けた内容を速やかに取りまと

め、法第１１条に基づく政策評価の結果の政策への反映状況（以下「政策への反映

状況」という。）として、総務大臣（行政評価局）に通知するとともに、国民に分か

りやすい形で公表する。 

  

第９章 政策評価等に関する情報の公表に関する事項 

 

第１節 基本的考え方 

１ 評価書においては、政策評価の結果の外部からの検証を可能とすることの重要性

を踏まえ、法第１０条第１項各号に掲げられている事項について分かりやすくかつ

具体的に記載する。なお、政策評価の際に使用したデータ、仮定、外部要因等につ

いても明らかにする。評価書の要旨においては、評価書の主な内容を簡潔に記述す

ることにより政策評価の結果を分かりやすく示す。 

２ 政策への反映状況の公表は、政策評価の結果及び当該結果に基づく措置状況（内

容、時期、今後の予定等）を分かりやすくかつ具体的に記載したものにより行う。 

３ 法第１０条に基づく評価書及びその要旨等の公表に当たっては、公表することに

より国及び公共の安全を害する情報や個人のプライバシー、企業秘密に関する情報

等の取扱いに関し、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律

第４２号）、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び行政機関

の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号）の考え方に基

づき適切に対応する。 

   

第２節 具体的方法 

政策評価結果等の公表は、総務省ホームページへの掲載、大臣官房政策評価広報課

での配布、記者発表等国民が容易に入手できる方法で行う。 

 

第１０章 政策評価の実施体制に関する事項 

 

第１節 実施体制 

１ 基本的考え方 

政策評価の客観的かつ厳格な実施を確保するため、大臣、副大臣及び大臣政務官

の指示の下、大臣官房政策評価広報課と政策の所管部局等が適切に役割を分担し、

組織として一体的な政策評価への取組を可能とする体制を以下のとおり整備する。 

また、この体制を効果的・効率的に機能させていくため、大臣官房政策評価広報

課及び政策の所管部局等は評価能力の向上に積極的に取り組む。 

２ 実施体制及び大臣官房政策評価広報課の果たす役割 

（１）政策の所管部局等と大臣官房政策評価広報課の役割 

  政策の所管部局等と大臣官房政策評価広報課の役割分担は次のとおりとする。ま

た、大臣、副大臣及び大臣政務官の指示の下、その進捗状況等について、適時に大

臣、副大臣及び大臣政務官へ報告する。 

① 実績評価方式又は事業評価方式による評価については、政策の所管部局等が

行い、必要に応じ大臣官房政策評価広報課は、政策の所管部局等間の調整等を

行う。 

② 総合評価方式による評価については、大臣官房政策評価広報課又は政策の所

管部局等が行い、必要に応じ大臣官房政策評価広報課は、政策の所管部局等間
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の調整等を行う。 

③ 大臣官房政策評価広報課は、上記①及び②のほか、基本計画、実施計画の策

定、省全体の評価状況の取りまとめ及び公表等政策評価の総括を行うとともに、

政策の所管部局における政策評価への取組を支援及び指導・助言する。 

また、大臣官房政策評価広報課は、評価対象政策及びその目標、評価書等を

取りまとめ、公表するに当たり、この計画及び実施計画に定めるところに沿っ

て政策評価が行われているかを検証し、他の政策との整合性はとれているか、

利用可能な評価手法が適切に利用されているか、目標と達成手段の因果関係が

明確化されているか、分析のための指標・数値等が適切か、客観性は担保され

ているか、国民に分かりやすいものとなっているかに重点をおいて各部局から

提出を受けた資料等を審査する。 

（２）法第１５条の規定による資料の提出の要求及び調査等への対応 

法第１５条の規定による資料の提出の要求及び調査等の求めを受けた場合には、

大臣官房政策評価広報課及び関係部局等は協議を行い、これに対応する。 

（３）政策評価の実施に関する省内連絡会 

政策評価を円滑に実施するため、省内に「政策評価の実施に関する省内連絡会」

（以下「連絡会」という。）を置くこととし、その庶務は大臣官房政策評価広報課

において処理する。 

連絡会においては、政策の所管部局等と大臣官房政策評価広報課との連絡調整

を必要に応じて行う。 

 

 第２節 国民の意見・要望を受け付けるための窓口の整備 

政策評価に関する外部からの意見・要望を受け付けるための窓口は、大臣官房政策

評価広報課とし、インターネットのホームページ等を活用して積極的な周知を図る。

また、寄せられた意見・要望については、関係する部局等において適切に活用する。 

 

第３節 地方公共団体との連携・協力 

政策評価の実施に当たっては、国と地方公共団体は、適切な役割分担の下で相互に

協力する関係に立って共に行政活動を行い、それぞれ自らの行政活動の効果を把握し

政策評価を行うものであることを踏まえ、評価の対象とする政策の特性等に応じて、

政策評価の客観的かつ厳格な実施の確保に関し必要な情報や意見の交換を行い、地方

公共団体との適切な連携・協力を図る。 

 

第１１章 その他政策評価の実施に関し必要な事項 

 

１ 毎年度の評価書の提出時期等、この計画に定める事務の実施に必要な事項は、大

臣官房政策評価広報課長が別に定める。 

 

２ この計画については、法又は基本方針の見直し、政策の効果の把握の手法その他

政策評価の方法に関する調査、研究及び開発の成果や動向等を踏まえ、必要に応じ

所要の見直しを行う。 

 

附 則（平成２９年○月○日総務省訓令第○号） 

１ この訓令は、平成２９年○月○日から施行する。 

２ 平成２９年度において実施する政策評価については、なお従前の例による。 

 



SS次期（第５期）総務省政策評価基本計画（案）の策定について 

 

 

「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（平成１３年法律第８６号）第６条により、

行政機関の長は、３年以上５年以下の期間ごとに、政策評価に関する基本計画を定めるこ

ととされている。 

主要な政策については、あらかじめ平成２９年度に実施する政策の目標を設定し、平成

３０年度にその達成状況について評価を実施することから、平成３０年度から３４年度ま

でを対象期間とする次期（第５期）総務省政策評価基本計画を策定するものである。 

現行（第４期）基本計画との改正箇所は別紙のとおり。 

 

 

（施行期日） 

 平成２９年６月以降（予定） 

 

（参照条文） 

○行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成十三年法律第八十六号）（抜粋） 

第六条 行政機関の長（行政機関が、公正取引委員会、国家公安委員会、個人情報保護委

員会、公害等調整委員会文は原子力規制委員会である場合にあっては、それぞれ公正取

引委員会、国家公安委員会、個人情報保護委員会、公害等調整委員会文は原子力規制委

員会。以下同じ。）は、基本方針に基づき、当該行政機関の所掌に係る政策について、三

年以上五年以下の期間ごとに、政策評価に関する基本計画（以下「基本計画」という。）

を定めなければならない。 

２～３（略） 

４ 行政機関の長は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを総務大臣に通知すると

ともに、公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

  

資料２（別添２） 



●主な変更点 

 

 

【第２章第１節２】４段落目 

３ なお、国民的視点に立った成果重視の行政を実現するためには、政策の目標は当該政

策が実現を目指す成果（アウトカム）、すなわち、政策の実施により U社会等が変化し、 U

結果として国民にどのような便益がもたらされたかを表すものであることが重要であ

る。 

〔理由〕 

これまで有識者から各政策についてアウトカム指標の設定についてご意見を頂いており、

その設定の根拠となる考え方を追加する改正 

 

 

【第２章第１節３】 

３ 「経済財政改革の基本方針２００７」（平成１９年６月１９日閣議決定）において政策

評価の機能の発揮について定められたことを踏まえ、施政方針演説等で示された政策に

ついて、政策評価を適時的確に実施することが必要である。Uまた「行政事業レビュー」

等の他の評価スキームとの連携により政策の見直し・重点化を行うことが必要である。 

〔理由〕 

 平成 25年以降、政策評価と行政事業レビューの連携が順次拡大してきたことによる改正 

 

 

【第５章第２節２】 

（１）事前評価の対象政策は、以下のいずれかに該当するものとする。U以下に該当しない

ものについても、積極的かつ自主的に政策評価を行うよう努めるものとする 。 

① 法第９条の規定に基づき事前評価の実施が義務付けられた政策 

U② 省令等の制定又は改廃により、規制を新設し、若しくは廃止し、又は規制の内容

の変更をすることを目的とする政策（大臣官房政策評価広報課長が別に定めるもの

に限る。）   

③ その他事前の検証が必要と認められる政策 

〔理由〕 

 政策評価に関する基本方針及び租税特別措置等に係る政策評価の実施に関するガイドラ

インを踏まえて、柱書きに文言を追加するとともに、会計検査院法第 30条の 2の規定に基

づく報告書（H27.12）を受け重要な省令について事前評価することを基本計画においても

明確にするため、②に文言を追加するための改正 

 

 

【第５章第２節２】 

（２）上記（１）に該当する政策のうち、研究開発、公共事業 U及び政府開発援助 Uに係る評

価の単位は、Uその特性等に応じて、予算上の事業等の単位又は U箇所付け、案件採択等

を行う事業等の単位を基本とする 。 

〔理由〕 

別 紙 



 行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令との平仄を合わせるとともに、これまで

の事業評価の実施要領等とも合わせた規定の明確化を図るために改正 

 

【第５章第２節２】 

U（３）上記（１）に該当する政策のうち、租税特別措置等（国税における租税特別措置及

び地方税における税負担軽減措置等のうち、特定の行政目的の実現のために税負担の

軽減・繰延べを行うものをいう。以下同じ。）に係る評価の単位は、原則として税制改

正要望を行う租税特別措置等の単位とする U。 

〔理由〕 

 租税特別措置等に係る政策評価の実施に関するガイドラインを踏まえて文言を追加する

ための改正 

 

 

【第６章第２節２】 

（１）予算・決算との連携の要請を踏まえて整理した以下に掲げる総務省 の主要な政策に

ついては、計画期間内において、実績評価方式により政策評価を実施する。Uただし 、

社会経済情勢の変化等を踏まえた政策の大幅な見直し・改善を行う必要がある場合や

政策自体の在り方にもかかわるようなテーマを評価する必要がある場合等、政策の節

目や転換点にあたるものについては、計画期間内において、実績評価方式に代えて、

総合評価方式により政策評価を実施することができる。 

〔理由〕 

 主要な政策の評価において総合評価方式の導入も実施できるようにするための改正 

 

 

【第６章第２節２】 

（２）略 

 ① 略 

U② 行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令（平成 13年政令第 323号）第３条第

７号及び第８号に規定する、法人税、法人住民税及び法人事業税に係る租税特別措置

等（３年から５年に１回は評価を行うことを原則とする。）  

Uなお、既存の租税特別措置等の拡充又は延長の要望に際して第５章第２節２（１）

①に係る事前評価を実施した場合は、事後評価の要素を含んでいることから、改めて

事後評価を実施することは要しない 。 

〔理由〕 

 政策評価に関する基本方針及び租税特別措置等に係る政策評価の実施に関するガイドラ

インを踏まえ、より正確な記載となるよう文言を修正するための改正 

 

 

【第６章第２節２】 

U（５）上記に該当しないものについても、積極的かつ自主的に政策評価を行うよう努める

ものとする。 

U（６）研究開発、及び公共事業及び政府開発援助並びに租税特別措置等の評価の単位は、



第５章第２節２（２）及び（３）の事前評価の単位を踏まえ、適切な単位により実施

する 。 

〔理由〕第５章第２節２の事前評価の修正に合わせた改正 

 

【第１０章第１節２】 

（１）略 

① 略 

② 略 

③ 大臣官房政策評価広報課は、上記①及び②のほか、基本計画、実施計画の策定、

省全体の評価状況の取りまとめ及び公表等政策評価の総括を行うとともに、政策の

所管部局における政策評価への取組を支援及び指導・助言する。 

また、大臣官房政策評価広報課は、評価対象政策及びその目標、評価書等を取り

まとめ、公表するに当たり、この計画及び実施計画に定めるところに沿って政策評

価が行われているかを検証し、他の政策との整合性はとれているか、利用可能な評

価手法が適切に利用されているか、U目標と達成手段の因果関係が明確化されている

か、U分析のための指標・数値等が適切か、客観性は担保されているか、国民に分か

りやすいものとなっているかに重点をおいて各部局から提出を受けた資料等を審査

する。 

〔理由〕これまでの有識者会議の議論を踏まえた改正 
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総務省政策評価基本計画案 新旧対照表 
次期【第５期】計画案 現行【第４期】計画 
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第１１章 その他政策評価の実施に関し必要な事項 

 

 

総務省政策評価基本計画 
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第２章 政策評価の実施に関する方針 

第１節 政策評価の実施に関する基本的な考え方 

第２節 政策評価の方式 

第３章 政策評価の観点に関する事項 

第４章 政策の効果の把握に関する事項 

第５章 事前評価の実施に関する事項 

第１節 基本的考え方 

第２節 事前評価において使用する評価方式の基本的な適用の考え方そ

の他事前評価の取組方針 
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第７章 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 
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第１節 実施体制 

第２節 国民の意見・要望を受け付けるための窓口の整備 

第３節 地方公共団体との連携・協力 

第１１章 その他政策評価の実施に関し必要な事項 

 

 

資料２（別添３） 
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第１章 総則 

 

１ 目的 

この計画は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法

律第８６号。以下「法」という。）第６条及び「政策評価に関する基本方

針」（平成１７年１２月１６日閣議決定。以下「基本方針」という。）に

基づき、政策評価を総務省（公害等調整委員会を除く。以下同じ。）の政

策のマネジメント・サイクルの中に制度化されたシステムとして明確に

組み込み、その計画的かつ適切な実施を図ることを目的とする。 

２ 計画期間 

この計画の対象期間（以下「計画期間」という。）は、U平成３０年度

から平成３４年度まで Uの５年間とする。 

 

第２章 政策評価の実施に関する方針 

 

第１節 政策評価の実施に関する基本的な考え方 

１ 総務省の政策について政策評価を実施することにより、 

① 政策の質及び行政の政策形成能力の向上並びに職員の意識改革の

進展による、国民本位の効率的で質の高い行政及び国民的視点に立

った成果重視の行政の実現 

② 政策評価に関する一連の情報の公表に伴い国民に対する行政の説

明責任の徹底が図られることによる、政策及びそれに基づく活動に

ついての透明性の確保並びに行政に対する国民の信頼の向上を図

る。 

２ 総務省の担う広範な行政分野において、政策評価を実施することに

より前項に記載する効果を上げるには、政策評価の体系的かつ合理的

で的確な実施を確保することが必要である。 

このため、総務省の主要な政策（法第６条第３項に規定する政策を

いう。以下同じ。）について行政分野ごとに整理し、当該政策の基本目

標及びその下で具体的にどのような施策目標を達成しようとするのか

という関係をあらかじめ明らかにした上で、政策評価を実施する。 

また、政策が、複数行政機関に関係する政策と関連する場合は、当

該複数行政機関に関係する政策との関係をあらかじめ明らかにするよ

う努める。 

なお、国民的視点に立った成果重視の行政を実現するためには、政

第１章 総則 

 

１ 目的 

この計画は、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法

律第８６号。以下「法」という。）第６条及び「政策評価に関する基本方

針」（平成１７年１２月１６日閣議決定。以下「基本方針」という。）に

基づき、政策評価を総務省（公害等調整委員会を除く。以下同じ。）の政

策のマネジメント・サイクルの中に制度化されたシステムとして明確に

組み込み、その計画的かつ適切な実施を図ることを目的とする。 

２ 計画期間 

この計画の対象期間（以下「計画期間」という。）は、U平成２５年度

から平成２９年度まで Uの５年間とする。 

 

第２章 政策評価の実施に関する方針 

 

第１節 政策評価の実施に関する基本的な考え方 

１ 総務省の政策について政策評価を実施することにより、 

① 政策の質及び行政の政策形成能力の向上並びに職員の意識改革の

進展による、国民本位の効率的で質の高い行政及び国民的視点に立

った成果重視の行政の実現 

② 政策評価に関する一連の情報の公表に伴い国民に対する行政の説

明責任の徹底が図られることによる、政策及びそれに基づく活動に

ついての透明性の確保並びに行政に対する国民の信頼の向上を図

る。 

２ 総務省の担う広範な行政分野において、政策評価を実施することに

より前項に記載する効果を上げるには、政策評価の体系的かつ合理的

で的確な実施を確保することが必要である。 

    このため、総務省の主要な政策（法第６条第３項に規定する政策を

いう。以下同じ。）について行政分野ごとに整理し、当該政策の基本目

標及びその下で具体的にどのような施策目標を達成しようとするのか

という関係をあらかじめ明らかにした上で、政策評価を実施する。 

    また、政策が、複数行政機関に関係する政策と関連する場合は、当

該複数行政機関に関係する政策との関係をあらかじめ明らかにするよ

う努める。 

    なお、国民的視点に立った成果重視の行政を実現するためには、政
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策の目標は当該政策が実現を目指す成果（アウトカム）、すなわち、政

策の実施により U社会等が変化し、U結果として国民にどのような便益が

もたらされたかを表すものであることが重要である。 

３ 「経済財政改革の基本方針２００７」（平成１９年６月１９日閣議決

定）において政策評価の機能の発揮について定められたことを踏まえ、

施政方針演説等で示された政策について、政策評価を適時的確に実施

することが必要である。Uまた「行政事業レビュー」等の他の評価スキ

ームとの連携により政策の見直し・重点化を行うことが必要である。 

 

第２節 政策評価の方式 

１ 総務省の評価方式 

政策評価を行うに当たっては、政策の特性等に応じて、実績評価方

式、事業評価方式又は総合評価方式を用いる。 

２ 実績評価方式 

実績評価方式は、評価対象政策の目標をあらかじめ明示し、これに

対する実績を定期的・継続的に測定・評価する方式であることから、

総務省の主要な政策をその対象とし、当該政策の方向性等について検

証し、その見直し等に活用する。 

３ 事業評価方式 

事業評価方式は、事業を対象としてあらかじめ期待される政策効果

やそれらに要する費用等を推計・測定し評価する方式であることから、

事業やその実施手段についての企画立案、事業の実施に当たっての判

断や、一定期間経過した事業の有効性の検証及びその見直し等に活用

する。 

４ 総合評価方式 

総合評価方式は、政策効果の発現状況を様々な角度から掘り下げて

分析し評価する方式であることから、分野横断的なテーマを設定して

若しくは特定の評価目的を設定して又は総務省の主要な政策の評価の

結果を受けて、掘り下げた分析が必要と認められる政策をその対象と

し、総務省の政策評価を充実する評価方式として活用する。 

 

第３章 政策評価の観点に関する事項 

 

総務省の政策評価は、評価の対象とする政策の特性に応じて以下の観点

を選択、具体化し、当該政策が総務省の任務遂行上有効か否かを確認しつ

策の目標は当該政策が実現を目指す成果（アウトカム）、すなわち、政

策の実施により結果として国民にどのような便益がもたらされたかを

表すものであることが重要である。 

３ 「経済財政改革の基本方針２００７」（平成１９年６月１９日閣議決

定）において政策評価の機能の発揮について定められたことを踏まえ、

施政方針演説等で示された政策について、政策評価を適時的確に実施

することが必要である。 

 

 

第２節 政策評価の方式 

１ 総務省の評価方式 

政策評価を行うに当たっては、政策の特性等に応じて、実績評価方

式、事業評価方式又は総合評価方式を用いる。 

  ２ 実績評価方式 

    実績評価方式は、評価対象政策の目標をあらかじめ明示し、これに

対する実績を定期的・継続的に測定・評価する方式であることから、

総務省の主要な政策をその対象とし、当該政策の方向性等について検

証し、その見直し等に活用する。 

３ 事業評価方式 

    事業評価方式は、事業を対象としてあらかじめ期待される政策効果

やそれらに要する費用等を推計・測定し評価する方式であることから、

事業やその実施手段についての企画立案、事業の実施に当たっての判

断や、一定期間経過した事業の有効性の検証及びその見直し等に活用

する。 

４ 総合評価方式 

    総合評価方式は、政策効果の発現状況を様々な角度から掘り下げて

分析し評価する方式であることから、分野横断的なテーマを設定して

若しくは特定の評価目的を設定して又は総務省の主要な政策の評価の

結果を受けて、掘り下げた分析が必要と認められる政策をその対象と

し、総務省の政策評価を充実する評価方式として活用する。 

 

第３章 政策評価の観点に関する事項 

 

総務省の政策評価は、評価の対象とする政策の特性に応じて以下の観点

を選択、具体化し、当該政策が総務省の任務遂行上有効か否かを確認しつ
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つ、総合的に行う。 

政策評価の観点としては、法第３条第１項に明示されたものとして、 

① 必要性：政策の効果からみて、対象とする政策に係る行政目的が国民

や社会のニーズ又はより上位の行政目的に照らして妥当性を

有しているか、行政関与の在り方からみて当該政策を行政が

担う必要があるか 

② 効率性：投入された資源量に見合った結果が得られるか、又は実際に

得られているか、他に効率的な方法がないか 

③ 有効性：政策の実施により、期待される効果が得られるか、又は実際

に得られているか 

がある。 

上記のほか、 

④ 公平性：行政目的に照らして政策の効果や費用の負担が公平に分配さ

れるものとなっているか、又は実際に分配されているか 

⑤ 優先性：以上の観点からの政策評価を踏まえて当該政策を他の政策よ

りも優先すべきか 

を政策の特性に応じて選択して用いる。 

 

第４章 政策の効果の把握に関する事項 

 

１ 政策の効果の把握の方法 

政策の効果の把握に当たっては、対象とする政策の特性に応じた、適

用可能であり、かつ、政策の効果の把握に要するコスト、得られる結果

の分析精度等を考慮した適切な手法を用いる。 

その際、できる限り政策の効果を定量的に把握することができる手法

を用い、これが困難である場合、又はこれが政策評価の客観的かつ厳格

な実施の確保に結び付かない場合においては、政策の効果を定性的に把

握する手法を用いる。この場合においても、できる限り客観的な情報・

データや事実を用いることにより、政策評価の客観的かつ厳格な実施の

確保を図る。 

 

２ 政策の効果の把握に当たっての留意点 

政策の所管部局等は、当該政策に基づく活動の実施過程等を通じて政

策の効果の把握に必要な情報が効果的・効率的に入手できるよう、また、

情報収集等により相手方に過大な負担をかけることがないよう、その収

つ、総合的に行う。 

政策評価の観点としては、法第３条第１項に明示されたものとして、 

① 必要性：政策の効果からみて、対象とする政策に係る行政目的が国民

や社会のニーズ又はより上位の行政目的に照らして妥当性を

有しているか、行政関与の在り方からみて当該政策を行政が

担う必要があるか 

② 効率性：投入された資源量に見合った結果が得られるか、又は実際に

得られているか、他に効率的な方法がないか 

③ 有効性：政策の実施により、期待される効果が得られるか、又は実際

に得られているか 

がある。 

上記のほか、 

④ 公平性：行政目的に照らして政策の効果や費用の負担が公平に分配さ

れるものとなっているか、又は実際に分配されているか 

⑤ 優先性：以上の観点からの政策評価を踏まえて当該政策を他の政策よ

りも優先すべきか 

を政策の特性に応じて選択して用いる。 

 

第４章 政策の効果の把握に関する事項 

 

１ 政策の効果の把握の方法 

政策の効果の把握に当たっては、対象とする政策の特性に応じた、適

用可能であり、かつ、政策の効果の把握に要するコスト、得られる結果

の分析精度等を考慮した適切な手法を用いる。 

その際、できる限り政策の効果を定量的に把握することができる手法

を用い、これが困難である場合、又はこれが政策評価の客観的かつ厳格

な実施の確保に結び付かない場合においては、政策の効果を定性的に把

握する手法を用いる。この場合においても、できる限り客観的な情報・

データや事実を用いることにより、政策評価の客観的かつ厳格な実施の

確保を図る。 

 

２ 政策の効果の把握に当たっての留意点 

政策の所管部局等は、当該政策に基づく活動の実施過程等を通じて政

策の効果の把握に必要な情報が効果的・効率的に入手できるよう、また、

情報収集等により相手方に過大な負担をかけることがないよう、その収
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集・報告の方法等についてあらかじめ配慮する。 

 

第５章 事前評価の実施に関する事項 

 

第１節 基本的考え方 

１ 事前評価は政策やその実施手段の企画立案等に当たり、当該政策に

基づく活動により得られると見込まれる政策の効果を基礎として的確

な政策の採択や実施の可否を検討し、又は複数の代替案の中から適切

な政策を選択する上で有用な情報を提供する見地から、今後の課題及

び取組方針等の検討と併せて行う。 

２ 事前評価については、政策の効果が発現した段階において事後評価

によりその結果の妥当性を検証すること等により得られた知見を以後

の事前評価にフィードバックする取組を進めていく。 

３ 研究開発を対象とする事前評価は、法、基本方針及びこの計画で定

めるところによるほか、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（U

平成２８年１２月２１日 U内閣総理大臣決定。以下「大綱的指針」とい

う。）等を踏まえて行う。 

 

第２節 事前評価において使用する評価方式の基本的な適用の考え方その

他事前評価の取組方針 

１ 基準とする評価方式 

基準とする評価方式は、事業評価方式とする。 

２ 事前評価の対象政策 

（１）事前評価の対象政策は、以下のいずれかに該当するものとする。U

以下に該当しないものについても、積極的かつ自主的に政策評価を

行うよう努めるものとする。 

① 法第９条の規定に基づき事前評価の実施が義務付けられた政策 

U② 省令等の制定又は改廃により、規制を新設し、若しくは廃止し、

又は規制の内容の変更をすることを目的とする政策（大臣官房政策

評価広報課長が別に定めるものに限る 。） 

③ その他事前の検証が必要と認められる政策 

（２）上記（１）に該当する政策のうち、研究開発 U、公共事業及び政府

開発援助 Uに係る評価の単位は、Uその特性等に応じて、予算上の事業

等の単位又は U箇所付け、案件採択等を行う事業等の単位を基本とす

る。 

集・報告の方法等についてあらかじめ配慮する。 

 

第５章 事前評価の実施に関する事項 

 

第１節 基本的考え方 

 １ 事前評価は政策やその実施手段の企画立案等に当たり、当該政策に基

づく活動により得られると見込まれる政策の効果を基礎として的確な政

策の採択や実施の可否を検討し、又は複数の代替案の中から適切な政策

を選択する上で有用な情報を提供する見地から、今後の課題及び取組方

針等の検討と併せて行う。 

２ 事前評価については、政策の効果が発現した段階において事後評価に

よりその結果の妥当性を検証すること等により得られた知見を以後の事

前評価にフィードバックする取組を進めていく。 

３ 研究開発を対象とする事前評価は、法、基本方針及びこの計画で定め

るところによるほか、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（U平成２

４年１２月６日 U内閣総理大臣決定。以下「大綱的指針」という。）等を

踏まえて行う。 

 

第２節 事前評価において使用する評価方式の基本的な適用の考え方その

他事前評価の取組方針 

１ 基準とする評価方式 

基準とする評価方式は、事業評価方式とする。 

２ 事前評価の対象政策 

（１）事前評価の対象政策は、以下のいずれかに該当するものとする。 

 

 

① 法第９条の規定に基づき事前評価の実施が義務付けられた政策 

 

 

 

② その他事前の検証が必要と認められる政策 

（２）上記（１）に該当する政策のうち、研究開発 U及び公共事業 Uに係

る評価の単位は、箇所付け、案件採択等を行う事業等の単位を基本

とする。 
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U（３）上記（１）に該当する政策のうち、租税特別措置等（国税におけ

る租税特別措置及び地方税における税負担軽減措置等のうち、特定

の行政目的の実現のために税負担の軽減・繰延べを行うものをいう。

以下同じ。）に係る評価の単位は、原則として税制改正要望を行う租

税特別措置等の単位とする。 

 

第６章 計画期間内において事後評価の対象としようとする政策その他事後

評価の実施等に関する事項 

 

第１節 基本的考え方 

１ 事後評価は、総務省の主要な政策についてその状況を国民に明らか

にするとともに、政策の決定後において、政策の効果を把握し、これ

を基礎として、政策の見直し・改善、新たな政策やその実施手段の企

画立案及びそれに基づく実施に反映させるための情報を提供する見地

から、今後の課題及び取組方針等の検討と併せて行う。 

２ 研究開発を対象とする事後評価は、法、基本方針及びこの計画で定

めるところによるほか、大綱的指針等を踏まえて行う。 

 

第２節 事後評価において使用する評価方式の基本的な適用の考え方その

他事後評価の取組方針 

１ 基準とする評価方式 

基準とする評価方式は、実績評価方式、事業評価方式及び総合評価

方式とする。 

２ 事後評価の対象政策 

（１）予算・決算との連携の要請を踏まえて整理した以下に掲げる総務

省の主要な政策については、計画期間内において、実績評価方式に

より政策評価を実施する。Uただし、社会経済情勢の変化等を踏まえ

た政策の大幅な見直し・改善を行う必要がある場合や政策自体の在

り方にもかかわるようなテーマを評価する必要がある場合等、政策

の節目や転換点にあたるものについては、計画期間内において、実

績評価方式に代えて、総合評価方式により政策評価を実施すること

ができる。 

ア 行政改革・行政運営 

① 適正な行政管理の実施 

② 行政評価等による行政制度・運営の改善 

 

 

 

 

 

 

第６章 計画期間内において事後評価の対象としようとする政策その他事後

評価の実施等に関する事項 

 

第１節 基本的考え方 

１ 事後評価は、総務省の主要な政策についてその状況を国民に明らか

にするとともに、政策の決定後において、政策の効果を把握し、これ

を基礎として、政策の見直し・改善、新たな政策やその実施手段の企

画立案及びそれに基づく実施に反映させるための情報を提供する見地

から、今後の課題及び取組方針等の検討と併せて行う。 

２ 研究開発を対象とする事後評価は、法、基本方針及びこの計画で定

めるところによるほか、大綱的指針等を踏まえて行う。 

 

第２節 事後評価において使用する評価方式の基本的な適用の考え方その

他事後評価の取組方針 

１ 基準とする評価方式 

基準とする評価方式は、実績評価方式、事業評価方式及び総合評価

方式とする。 

２ 事後評価の対象政策 

（１）予算・決算との連携の要請を踏まえて整理した以下に掲げる総務

省の主要な政策については、計画期間内において、実績評価方式に

より政策評価を実施する。 

 

 

 

 

 

ア 行政改革・行政運営 

① 適正な行政管理の実施 

② 行政評価等による行政制度・運営の改善 
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イ 地方行財政 

① 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等 

② 地域振興（地域力創造） 

③ 地方財源の確保と地方財政の健全化 

④ 分権型社会を担う地方税制度の構築 

ウ 選挙制度等 

選挙制度等の適切な運用 

エ 電子政府・電子自治体 

電子政府・電子自治体の推進 

オ 情報通信（ＩＣＴ政策） 

① 情報通信技術の研究開発・標準化の推進 

② 情報通信技術高度利活用の推進 

③ 放送分野における利用環境の整備 

④ 情報通信技術利用環境の整備 

⑤ 電波利用料財源による電波監視等の実施 

⑥ ＩＣＴ分野における国際戦略の推進 

カ 郵政行政 

U郵政行政の U推進 

キ 国民生活と安心・安全 

① 一般戦災死没者追悼等の事業の推進 

② 恩給行政の推進 

③ 公的統計の体系的な整備・提供 

④ 消防防災体制の充実強化 

（２）次のいずれかに該当する政策で法第７条に規定する実施計画（以

下「実施計画」という｡）で定めた政策については、当該政策の特性

等に応じた評価方式により政策評価を実施する。 

① 法第９条の規定に基づき事前評価の実施が義務付けられた政策

（研究開発 U、公共事業及び政府開発援助 Uに限る。）であって、事

後の検証が必要と認められるもの 

U② 行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令（平成 13年政

令第 323号）第３条第７号及び第８号に規定する、法人税、法人

住民税及び法人事業税に係る租税特別措置等（３年から５年に１

回は評価を行うことを原則とする。） 

Uなお、既存の租税特別措置等の拡充又は延長の要望に際して第

５章第２節２（１）①に係る事前評価を実施した場合は、事後評価

イ 地方行財政 

① 分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等 

② 地域振興（地域力創造） 

③ 地方財源の確保と地方財政の健全化 

④ 分権型社会を担う地方税制度の構築 

    ウ 選挙制度等 

      選挙制度等の適切な運用 

エ 電子政府・電子自治体 

電子政府・電子自治体の推進 

オ 情報通信（ＩＣＴ政策） 

① 情報通信技術の研究開発・標準化の推進 

② 情報通信技術高度利活用の推進 

③ 放送分野における利用環境の整備 

④ 情報通信技術利用環境の整備 

⑤ 電波利用料財源による電波監視等の実施 

⑥ ＩＣＴ分野における国際戦略の推進 

カ 郵政行政 

      U郵政民営化の着実な U推進 

キ 国民生活と安心・安全 

① 一般戦災死没者追悼等の事業の推進 

② 恩給行政の推進 

③ 公的統計の体系的な整備・提供 

④ 消防防災体制の充実強化 

（２）次のいずれかに該当する政策で法第７条に規定する実施計画（以

下「実施計画」という｡）で定めた政策については、当該政策の特性

等に応じた評価方式により政策評価を実施する。 

① 法第９条の規定に基づき事前評価の実施が義務付けられた政策

（研究開発 U及び公共事業 Uに限る。）であって、事後の検証が必要

と認められるもの 

U② 国税における租税特別措置及び地方税における税負担軽減措

置等（特定の行政目的の実現のために税負担の軽減・繰延べを行

うものに限る。）のうち法人税、法人住民税及び法人事業税に係る

もの（第５章第２節２（１）①に係る事前評価を実施したものを

除く。） 
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の要素を含んでいることから、改めて事後評価を実施することは要

しない。 

③ その他事後の検証が必要と認められる政策 

（３）法第７条第２項第２号に規定する政策については、実施計画に上

記（１）及び（２）とは別に規定し、当該政策の特性等に応じた評

価方式により政策評価を実施する。 

（４）分野横断的なテーマを設定して若しくは特定の評価目的を設定し

て又は総務省の主要な政策の評価の結果を受けて、掘り下げた分析

が必要と認められる政策については、総合評価方式により政策評価

を実施する。 

U（５）上記に該当しないものについても、積極的かつ自主的に政策評価

を行うよう努めるものとする。 

U（６）研究開発、及び公共事業及び政府開発援助並びに租税特別措置等

の評価の単位は、第５章第２節２（２）及び（３）の事前評価の単

位を踏まえ、適切な単位により実施する。 

３ 総務省の主要な政策の U実績評価方式による U評価の方法 

総務省の主要な政策の評価は、あらかじめ、当該政策とその基本目

標及びその下で達成すべき施策目標を明らかにし、その達成度合いを

測るための目標（値）を設定した指標（以下「基本目標等」という。）

を設定、公表し、それらの達成度合いについて、政策評価を行う。 

基本目標等については、毎年度当初に設定し、基本目標等の設定に

当たって前提とした事情が大きく変化したこと等により、これらを変

更せずに評価することが適当ではないと認められる場合にあっては、

速やかにこれらの見直しを行い、その結果を公表する。 

 

４ 実施計画 

実施計画は、各年度における事後評価の対象とする政策及び当該政

策ごとの具体的な事後評価の方法について定めるものとし、当該評価

を実施する年度当初に策定し、公表する。 

 

第７章 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

 

政策評価は、政策のマネジメント・サイクルにおいて、広範な視点から

できる限り客観的なものとして実施されることを確保することにより次の

政策に活かされ、政策の質を高めることに意義がある。したがって、政策

 

 

③ その他事後の検証が必要と認められる政策 

（３）法第７条第２項第２号に規定する政策については、実施計画に上

記（１）及び（２）とは別に規定し、当該政策の特性等に応じた評

価方式により政策評価を実施する。 

（４）分野横断的なテーマを設定して若しくは特定の評価目的を設定し

て又は総務省の主要な政策の評価の結果を受けて、掘り下げた分析

が必要と認められる政策については、総合評価方式により政策評価

を実施する。 

 

 

 

 

 

３ 総務省の主要な政策の評価の方法 

総務省の主要な政策の評価は、あらかじめ、当該政策とその基本目

標及びその下で達成すべき施策目標を明らかにし、その達成度合いを

測るための目標（値）を設定した指標（以下「基本目標等」という。）

を設定、公表し、それらの達成度合いについて、U実績評価方式により

U政策評価を行う。 

基本目標等については、毎年度当初に設定し、基本目標等の設定に

当たって前提とした事情が大きく変化したこと等により、これらを変

更せずに評価することが適当ではないと認められる場合にあっては、

速やかにこれらの見直しを行い、その結果を公表する。 

４ 実施計画 

実施計画は、各年度における事後評価の対象とする政策及び当該政

策ごとの具体的な事後評価の方法について定めるものとし、当該評価

を実施する年度当初に策定し、公表する。 

 

第７章 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

 

政策評価は、政策のマネジメント・サイクルにおいて、広範な視点から

できる限り客観的なものとして実施されることを確保することにより次の

政策に活かされ、政策の質を高めることに意義がある。したがって、政策
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評価の実施に当たっては、政策評価制度、評価対象政策等について専門的

知識を有する学識経験者や実践的知識を有する者等（以下「学識経験者等」

という。）の協力を得ることが重要である。 

具体的には、政策評価による政策のマネジメント・サイクルの在り方、

総務省の主要な政策の基本目標等の設定、政策評価結果の取りまとめ等

様々な段階において、学識経験者等から意見を聴取するなどにより積極的

にその知見を活用する。 

 

第８章 政策評価の結果の政策への反映に関する事項 

 

第 1節 基本的考え方 

政策の所管部局等及び当該政策の査定を担当する大臣官房各課は、政

策評価の結果を政策の企画立案作業（予算要求、機構・定員要求、税制

改正要望、法令等による制度の新設・改廃等をいう。）における重要な情

報として適時的確に活用し、当該政策に適切に反映する。 

 

第２節 具体的な仕組み 

１ 大臣官房各課への情報提供 

政策の所管部局等は、当該政策の査定を担当する大臣官房各課が政

策評価結果を政策の企画立案作業に活用できるよう、評価結果を速や

かに関係する大臣官房各課に提出するとともに評価過程における情報

を必要に応じて提供する。 

２ 大臣官房政策評価広報課への反映状況の報告 

政策の所管部局等は、実績評価方式、事業評価方式又は総合評価方

式による評価を実施した政策について、その評価結果の政策への反映

状況を大臣官房政策評価広報課に報告する。 

３ 反映状況の公表 

大臣官房政策評価広報課は、上記２により報告を受けた内容を速や

かに取りまとめ、法第１１条に基づく政策評価の結果の政策への反映

状況（以下「政策への反映状況」という。）として、総務大臣（行政評

価局）に通知するとともに、国民に分かりやすい形で公表する。 

 

第９章 政策評価等に関する情報の公表に関する事項 

 

第１節 基本的考え方 

評価の実施に当たっては、政策評価制度、評価対象政策等について専門的

知識を有する学識経験者や実践的知識を有する者等（以下「学識経験者等」

という。）の協力を得ることが重要である。 

具体的には、政策評価による政策のマネジメント・サイクルの在り方、

総務省の主要な政策の基本目標等の設定、政策評価結果の取りまとめ等

様々な段階において、学識経験者等から意見を聴取するなどにより積極的

にその知見を活用する。 

 

第８章 政策評価の結果の政策への反映に関する事項 

 

第 1節 基本的考え方 

政策の所管部局等及び当該政策の査定を担当する大臣官房各課は、政

策評価の結果を政策の企画立案作業（予算要求、機構・定員要求、税制

改正要望、法令等による制度の新設・改廃等をいう。）における重要な情

報として適時的確に活用し、当該政策に適切に反映する。 

 

第２節 具体的な仕組み 

１ 大臣官房各課への情報提供 

    政策の所管部局等は、当該政策の査定を担当する大臣官房各課が政

策評価結果を政策の企画立案作業に活用できるよう、評価結果を速や

かに関係する大臣官房各課に提出するとともに評価過程における情報

を必要に応じて提供する。 

２ 大臣官房政策評価広報課への反映状況の報告 

    政策の所管部局等は、実績評価方式、事業評価方式又は総合評価方

式による評価を実施した政策について、その評価結果の政策への反映

状況を大臣官房政策評価広報課に報告する。 

３ 反映状況の公表 

    大臣官房政策評価広報課は、上記２により報告を受けた内容を速や

かに取りまとめ、法第１１条に基づく政策評価の結果の政策への反映

状況（以下「政策への反映状況」という。）として、総務大臣（行政評

価局）に通知するとともに、国民に分かりやすい形で公表する。 

  

第９章 政策評価等に関する情報の公表に関する事項 

 

第１節 基本的考え方 
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１ 評価書においては、政策評価の結果の外部からの検証を可能とする

ことの重要性を踏まえ、法第１０条第１項各号に掲げられている事項

について分かりやすくかつ具体的に記載する。なお、政策評価の際に

使用したデータ、仮定、外部要因等についても明らかにする。評価書

の要旨においては、評価書の主な内容を簡潔に記述することにより政

策評価の結果を分かりやすく示す。 

２ 政策への反映状況の公表は、政策評価の結果及び当該結果に基づく

措置状況（内容、時期、今後の予定等）を分かりやすくかつ具体的に

記載したものにより行う。 

３ 法第１０条に基づく評価書及びその要旨等の公表に当たっては、公

表することにより国及び公共の安全を害する情報や個人のプライバシ

ー、企業秘密に関する情報等の取扱いに関し、行政機関の保有する情

報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号）及び行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号）の考え方に基づ

き適切に対応する。 

 

第２節 具体的方法 

政策評価結果等の公表は、総務省ホームページへの掲載、大臣官房政

策評価広報課での配布、記者発表等国民が容易に入手できる方法で行う。 

 

第１０章 政策評価の実施体制に関する事項 

 

第１節 実施体制 

１ 基本的考え方 

政策評価の客観的かつ厳格な実施を確保するため、大臣、副大臣及

び大臣政務官の指示の下、大臣官房政策評価広報課と政策の所管部局

等が適切に役割を分担し、組織として一体的な政策評価への取組を可

能とする体制を以下のとおり整備する。 

また、この体制を効果的・効率的に機能させていくため、大臣官房

政策評価広報課及び政策の所管部局等は評価能力の向上に積極的に取

り組む。 

２ 実施体制及び大臣官房政策評価広報課の果たす役割 

（１）政策の所管部局等と大臣官房政策評価広報課の役割 

政策の所管部局等と大臣官房政策評価広報課の役割分担は次のとお

１ 評価書においては、政策評価の結果の外部からの検証を可能とする

ことの重要性を踏まえ、法第１０条第１項各号に掲げられている事項

について分かりやすくかつ具体的に記載する。なお、政策評価の際に

使用したデータ、仮定、外部要因等についても明らかにする。評価書

の要旨においては、評価書の主な内容を簡潔に記述することにより政

策評価の結果を分かりやすく示す。 

２ 政策への反映状況の公表は、政策評価の結果及び当該結果に基づく

措置状況（内容、時期、今後の予定等）を分かりやすくかつ具体的に

記載したものにより行う。 

３ 法第１０条に基づく評価書及びその要旨等の公表に当たっては、公

表することにより国及び公共の安全を害する情報や個人のプライバシ

ー、企業秘密に関する情報等の取扱いに関し、行政機関の保有する情

報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）、個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５７号）及び行政機関の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号）の考え方に基づ

き適切に対応する。 

   

第２節 具体的方法 

政策評価結果等の公表は、総務省ホームページへの掲載、大臣官房政

策評価広報課での配布、記者発表等国民が容易に入手できる方法で行う。 

 

第１０章 政策評価の実施体制に関する事項 

 

第１節 実施体制 

１ 基本的考え方 

政策評価の客観的かつ厳格な実施を確保するため、大臣、副大臣及

び大臣政務官の指示の下、大臣官房政策評価広報課と政策の所管部局

等が適切に役割を分担し、組織として一体的な政策評価への取組を可

能とする体制を以下のとおり整備する。 

また、この体制を効果的・効率的に機能させていくため、大臣官房

政策評価広報課及び政策の所管部局等は評価能力の向上に積極的に取

り組む。 

２ 実施体制及び大臣官房政策評価広報課の果たす役割 

（１）政策の所管部局等と大臣官房政策評価広報課の役割 

    政策の所管部局等と大臣官房政策評価広報課の役割分担は次のとお
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りとする。また、大臣、副大臣及び大臣政務官の指示の下、その進捗

状況等について、適時に大臣、副大臣及び大臣政務官へ報告する。 

① 実績評価方式又は事業評価方式による評価については、政策の所

管部局等が行い、必要に応じ大臣官房政策評価広報課は、政策の所

管部局等間の調整等を行う。 

② 総合評価方式による評価については、大臣官房政策評価広報課又

は政策の所管部局等が行い、必要に応じ大臣官房政策評価広報課は、

政策の所管部局等間の調整等を行う。 

③ 大臣官房政策評価広報課は、上記①及び②のほか、基本計画、実

施計画の策定、省全体の評価状況の取りまとめ及び公表等政策評価

の総括を行うとともに、政策の所管部局における政策評価への取組

を支援及び指導・助言する。 

また、大臣官房政策評価広報課は、評価対象政策及びその目標、

評価書等を取りまとめ、公表するに当たり、この計画及び実施計画

に定めるところに沿って政策評価が行われているかを検証し、他の

政策との整合性はとれているか、利用可能な評価手法が適切に利用

されているか U、目標と達成手段の因果関係が明確化されているか U、

分析のための指標・数値等が適切か、客観性は担保されているか、

国民に分かりやすいものとなっているかに重点をおいて各部局から

提出を受けた資料等を審査する。 

（２）法第１５条の規定による資料の提出の要求及び調査等への対応 

法第１５条の規定による資料の提出の要求及び調査等の求めを受け

た場合には、大臣官房政策評価広報課及び関係部局等は協議を行い、

これに対応する。 

（３）政策評価の実施に関する省内連絡会 

政策評価を円滑に実施するため、省内に「政策評価の実施に関する

省内連絡会」（以下「連絡会」という。）を置くこととし、その庶務は

大臣官房政策評価広報課において処理する。 

連絡会においては、政策の所管部局等と大臣官房政策評価広報課と

の連絡調整を必要に応じて行う。 

 

第２節 国民の意見・要望を受け付けるための窓口の整備 

政策評価に関する外部からの意見・要望を受け付けるための窓口は、

大臣官房政策評価広報課とし、インターネットのホームページ等を活

用して積極的な周知を図る。また、寄せられた意見・要望については、

りとする。また、大臣、副大臣及び大臣政務官の指示の下、その進捗

状況等について、適時に大臣、副大臣及び大臣政務官へ報告する。 

① 実績評価方式又は事業評価方式による評価については、政策の所

管部局等が行い、必要に応じ大臣官房政策評価広報課は、政策の所

管部局等間の調整等を行う。 

② 総合評価方式による評価については、大臣官房政策評価広報課又

は政策の所管部局等が行い、必要に応じ大臣官房政策評価広報課は、

政策の所管部局等間の調整等を行う。 

③ 大臣官房政策評価広報課は、上記①及び②のほか、基本計画、実

施計画の策定、省全体の評価状況の取りまとめ及び公表等政策評価

の総括を行うとともに、政策の所管部局における政策評価への取組

を支援及び指導・助言する。 

また、大臣官房政策評価広報課は、評価対象政策及びその目標、

評価書等を取りまとめ、公表するに当たり、この計画及び実施計画

に定めるところに沿って政策評価が行われているかを検証し、他の

政策との整合性はとれているか、利用可能な評価手法が適切に利用

されているか、分析のための指標・数値等が適切か、客観性は担保

されているか、国民に分かりやすいものとなっているかに重点をお

いて各部局から提出を受けた資料等を審査する。 

 

（２）法第１５条の規定による資料の提出の要求及び調査等への対応 

法第１５条の規定による資料の提出の要求及び調査等の求めを受

けた場合には、大臣官房政策評価広報課及び関係部局等は協議を行

い、これに対応する。 

（３）政策評価の実施に関する省内連絡会 

政策評価を円滑に実施するため、省内に「政策評価の実施に関す

る省内連絡会」（以下「連絡会」という。）を置くこととし、その庶

務は大臣官房政策評価広報課において処理する。 

連絡会においては、政策の所管部局等と大臣官房政策評価広報課

との連絡調整を必要に応じて行う。 

 

 第２節 国民の意見・要望を受け付けるための窓口の整備 

政策評価に関する外部からの意見・要望を受け付けるための窓口は、

大臣官房政策評価広報課とし、インターネットのホームページ等を活用

して積極的な周知を図る。また、寄せられた意見・要望については、関
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関係する部局等において適切に活用する。 

 

第３節 地方公共団体との連携・協力 

政策評価の実施に当たっては、国と地方公共団体は、適切な役割分担

の下で相互に協力する関係に立って共に行政活動を行い、それぞれ自ら

の行政活動の効果を把握し政策評価を行うものであることを踏まえ、評

価の対象とする政策の特性等に応じて、政策評価の客観的かつ厳格な実

施の確保に関し必要な情報や意見の交換を行い、地方公共団体との適切

な連携・協力を図る。 

 

第１１章 その他政策評価の実施に関し必要な事項 

 

１ 毎年度の評価書の提出時期等、この計画に定める事務の実施に必要な

事項は、大臣官房政策評価広報課長が別に定める。 

 

２ この計画については、法又は基本方針の見直し、政策の効果の把握の

手法その他政策評価の方法に関する調査、研究及び開発の成果や動向等

を踏まえ、必要に応じ所要の見直しを行う。 

 

 

附 則（平成  年  月  日総務省訓令第  号） 

１ この訓令は、平成  年  月  日から施行する。 

２ 平成２９年度において実施する政策評価については、なお従前の例によ

る。 

 

係する部局等において適切に活用する。 

 

第３節 地方公共団体との連携・協力 

政策評価の実施に当たっては、国と地方公共団体は、適切な役割分担

の下で相互に協力する関係に立って共に行政活動を行い、それぞれ自ら

の行政活動の効果を把握し政策評価を行うものであることを踏まえ、評

価の対象とする政策の特性等に応じて、政策評価の客観的かつ厳格な実

施の確保に関し必要な情報や意見の交換を行い、地方公共団体との適切

な連携・協力を図る。 

 

第１１章 その他政策評価の実施に関し必要な事項 

 

１ 毎年度の評価書の提出時期等、この計画に定める事務の実施に必要な

事項は、大臣官房政策評価広報課長が別に定める。 

 

２ この計画については、法又は基本方針の見直し、政策の効果の把握の

手法その他政策評価の方法に関する調査、研究及び開発の成果や動向等

を踏まえ、必要に応じ所要の見直しを行う。 

 

 

附 則（平成２４年６月１日総務省訓令第１７号） 

１ この訓令は、平成２４年６月１日から施行する。 

２ 平成２４年度において実施する政策評価については、なお従前の例によ

る。 

 

附 則（平成２５年３月２９日総務省訓令第１３号） 

１ この訓令は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ 平成２５年度において実施する主要な政策に係る事後評価の対象政策に

ついては、なお従前の例による。 

 

附 則（平成２６年５月２９日総務省訓令第２３号）（抄） 

１ この訓令は、国家公務員法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第

２２号）の施行の日（平成２６年５月３０日）から施行する。 

３ この訓令による改正後の総務省政策評価基本計画の規定にかかわらず、

平成２６年度において実施する主要な政策に係る事後評価の対象政策につ
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いては、なお従前の例による。 

 

附 則（平成２８年３月１８日総務省訓令第８号） 

１ この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２８年度において実施する主要な政策に係る事後評価の対象政策に

ついては、なお従前の例による。 
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